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計画の概要 

計画改定の方針 

本計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」という。）」第21

条に基づき、本市の事務・事業に関する温室効果ガス排出量の削減等のための措置に

関する計画（地方公共団体実行計画）に位置づけられるものである。 

本市は、「温対法」に基づき、2016（平成28）年３月に「三好市地球温暖化対策実

行計画（事務事業編）」を策定して以来、約10年間取り組んできた。 

近年では、能登半島地震、初の南海トラフ地震臨時情報発表、災害級の猛暑などに

より、自然災害や気候変動の脅威に対する備えの必要性を実感するとともに、2020（令

和２）年からの新型コロナウイルス感染症拡大は、私たち一人ひとりの生活様式にも

変化をもたらした。 

また、これらの背景を受け、政府が2020（令和２）年10月に「2050年カーボンニュ

ートラル宣言」を掲げたことにより、日本のエネルギー政策は大きな転換期を迎えた。

これを受け、地球温暖化対策の根幹をなす「温対法」は、2021（令和３）年、2022（令

和４）年、2024（令和６）年と３回にわたって改正された。 

また、国の「地球温暖化対策計画」と「エネルギー基本計画」も、カーボンニュー

トラル達成に向けた具体的な方針として、2021（令和３）年５月と2025（令和７）年

２月に改定されている。これらの動きは、地球温暖化問題への対応はもちろん、日本

のエネルギー政策全体を大きく変えつつあることを示している。 

本市においても、2023（令和５）年３月に「第２次三好市地球温暖化対策実行計画」

（以下「第２次計画」という。）を一部改正し、地球温暖化対策に取り組んできたと

ころであり、2026（令和８）年３月末で「第２次計画」が期間満了となることから、

国内外の動向や取組の進捗等を踏まえ「第３次三好市地球温暖化対策実行計画（事務

事業編）（以下「第３次計画」という。）」を策定し、さらなる取組の推進を図るもの

とする。 
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地球温暖化対策に向けた動向 

（１）持続可能な開発目標（SDGs） 

2015（平成27）年の国連サミットで、世界がともに目指すべき持続可能な開発目

標が示された。これは「SDGs」と呼ばれ、Sustainable Development Goalsの頭文

字をとったもので、17個の目標と169個のターゲットから構成されている。この目

標は、「誰も置き去りにしない」多様で包摂的な社会を作ることを目指しており、

全ての国が参加する普遍的なものである。地球温暖化に関する目標もあり、「７ ク

リーンなエネルギーを皆に提供する」や「13 気候変動への対策を講じる」などが

該当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国際連合広報センター） 

図 1 SDGsにおける17の目標 

 

（２）パリ協定 

2015（平成27）年に開催された国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）

において、「パリ協定」が採択された。同協定においては、産業革命以降の世界の

平均気温上昇を２℃よりも十分下方に抑え、さらに1.5℃に抑える努力の追求をし

ていくこと、この目的を達成するために、今世紀後半の温室効果ガスの人為的な排

出と吸収を均衡（世界全体でのカーボンニュートラル）させることなどが、世界的

な目標として設定された。 
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（３）国の2050年カーボンニュートラル 

わが国では、菅元首相による所信表明（2020（令和２）年10月）及び米国主催「気

候サミット」（2021（令和３）年４月）において、「2050年カーボンニュートラルの

長期目標と、整合的で野心的な目標として、わが国が、2030年度において、温室効

果ガスの2013年度からの46％削減を目指すことを宣言するとともに、さらに、50％

の高みに向け、挑戦を続けていく」ことを表明した。 

また、2021（令和３）年５月には「地球温暖化対策計画」及び「エネルギー基本

計画」を見直し、さらに2025（令和７）年２月には再度「地球温暖化対策計画」及

び「エネルギー基本計画」の見直しを行った。 

「地球温暖化対策計画」では、2050（令和32）年度カーボンニュートラルの実現

に向け、2030（令和12）年度の温室効果ガス排出量を2013（平成25）年度比で46％

削減し、2035（令和17）年度には60％、2040（令和22）年度には73％削減すること

としている。 

さらに、「第７次エネルギー基本計画」では、現状（2023（令和５）年度）のエ

ネルギー自給率15.2％を2040（令和22）年度には約30～40％まで引き上げ、電源構

成比についても、太陽光発電を含む再生可能エネルギーの現状（2023（令和５）年

度）22.9％を2040（令和22）年度には約40～50％まで引き上げる見通しとなってい

る。  

「カーボンニュートラル」とは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排

出量」と植林・森林管理などによる「吸収量」を均衡させることを意味する。また、

温室効果ガスの「排出量」から「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにす

ることを「排出を全体としてゼロにする」と表現する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：環境省「脱炭素ポータル」） 

図 2 カーボンニュートラルとは 
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（出典：環境省「脱炭素ポータル」） 

図 3 地球温暖化対策計画（2030年度、2040年度の温室効果ガス削減目標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：経済産業省 資源エネルギー庁「第７次エネルギー基本計画の概要」） 

図 4 2040年度におけるエネルギー需給の見通し 
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また、政府においても2025（令和７）年２月、「温対法」第20条第１項に基づく

「地球温暖化対策計画」に即し、事務・事業における温室効果ガスの排出量削減等

のための措置に関する「政府実行計画」が閣議決定された。 

同計画では、2013（平成25）年度を基準年として、政府全体の温室効果ガス排出

量を2030（令和12）年度までに50％、2035（令和17）年度までに65％、2040（令和

22）年度までに79％削減することを目標とし、庁舎等における省エネの徹底や太陽

光発電の最大限の導入、新築建築物のZEB化、再生可能エネルギー等の脱炭素電源

やGX製品の率先調達、フロン類の排出抑制等の措置を講ずることとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：環境省「政府実行計画の見直し」） 

図 5 政府実行計画概要 
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（４）徳島県の取組内容 

徳島県では、2024（令和６）年３月に県自らの事務・事業に伴う温室効果ガスの

排出量削減をはじめとする環境負荷の低減に向けた取組を推進するため、「エコオ

フィスとくしま・県率先行動計画（７次計画）」を策定した。 

同計画は、2028（令和10）年度における温室効果ガスの排出量を2013（平成25）

年度比で50％削減することを目標とし、４つの基本方針を掲げ、取り組んでいる。 

 

表 1 エコオフィスとくしま・県率先行動計画（第７次計画）の取組内容 

１．県有施設へのクリーンエネルギーの最大限導入 

 ① 県有施設への太陽光発電設備の導入拡大 

2030（令和12）年度までに設置可能な県有施設の80％に太陽光発電設備を導入す
ることを目指す。 

２．県有施設における省エネルギー対策の徹底 

 ① 建築物のネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）化 

国の目標（新築建築物は原則ZEB Oriented相当以上とし、2030（令和12）年度ま
でに新築建築物の平均がZEB Ready相当となることを目指す）を踏まえ、今後予定
する県有施設の新築・改築事業において率先的にZEBを導入する。 

 ② LED照明の導入 

庁舎等の新築・改修時にはLED照明を標準設置するとともに、既存の庁舎等につ
いても計画的にLED照明を導入し、県全体のLED照明の導入割合を2028（令和10）年
度までに100％とする。 

３．環境に配慮した調達の推進 

 ① グリーン購入の推進 

物品やサービスを調達する際は、購入の必要性を十分に考慮し、環境負荷ができ
るだけ小さいものを優先的に購入する。 

 ② 公用車への電動車の導入 

代替可能な電動車がない場合等を除き、今後、公用車の新規導入・更新を行う際
は全て電動車とし、うち10％を電気自動車（EV）とする。 

 ③ 環境に配慮した電力調達の推進 

庁舎等での使用電力については、国の目標（2030（令和12）年度までに調達電力
の60％以上を再生可能エネルギー電力とする）を踏まえ、今後の電力市場の動向等
も考慮しながら、可能な限り再生可能エネルギー電力の調達に努める。 

４．行政事務のグリーン化 

 ① 用紙類の使用量削減 

 ② 水の使用量削減 

 ③ 庁舎等におけるエネルギー使用量の抑制等 

 ④ 公用車等の利用合理化 

 ⑤ 廃棄物の減量化、リサイクルの推進 

 ⑥ 県主催イベントに伴う温室効果ガスの排出抑制 
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（５）地球温暖化対策に関する三好市の取組 

本市の主な地球温暖化対策に関する取組は、以下のとおりである。 

表 2 本市のこれまでの取組内容 

項目 内容 

第２次三好市総合計画 

基本理念として「自然が生き活き、人が輝く交流の郷 三好

市」を掲げ、４つの基本施策から構成されている。そのうち

「豊かで生き活き安心安全なまち」の基本方針「循環型社会

の形成」・「自然エネルギーの活用」では、森林資源の新エネ

ルギーへの活用・自然エネルギーの活用・二酸化炭素の排出

抑制に関する施策が挙げられている。 

三好市環境基本計画 

本市の望ましい環境像として「豊かで生き活き安心安全なま

ち三好～2050年ゼロカーボンシティを目指して～」を掲げ、

５つの基本目標から構成されている。基本目標１「脱炭素社

会の実現」では、２つの基本施策として「温室効果ガス排出

量の削減」・「脱炭素型交通の促進」を設定し、再生可能エネ

ルギーの導入及び省エネルギーの推進を重点施策として取

り組んでいる。 

三好市地球温暖化対策実行

計画（区域施策編） 

2050（令和32）年までに温室効果ガス排出量実質ゼロを目指

し、その中期目標として2030（令和12）年度までに温室効果

ガス排出量を2013（平成25）年度比で59.6％削減することを

設定している。具体的な施策として５つの基本目標を掲げ、

基本目標１「脱炭素社会の実現」では、再生可能エネルギー

の導入及び省エネルギーの推進を重点施策として取り組ん

でいる。 

三好市公共施設等太陽光発

電設備等導入可能性調査 

国の「地域脱炭素ロードマップ」では、「政府及び自治体の

建築物及び土地では、2030（令和12）年には設置可能な建築

物等の約50％に太陽光発電設備が導入され、2040（令和22）

年には100％導入されていることを目指す。」としており、本

市所有の公共施設等への太陽光発電設備等の導入を推進す

るため、三好市公共施設等太陽光発電設備等導入可能性調査

を実施した。 
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第２次計画の取組状況 

（１）第２次計画の概要 

本市は、2016（平成28）年３月、「温対法」に基づく地方公共団体の実行計画（事

務事業編）として、三好市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）を策定した。 

同計画では、第１次期間（2016（平成28）年度～2020（令和２）年度）、第２次期

間（2021（令和３）年度～2025（令和７）年度）を設定し、温室効果ガスの排出抑制

に取り組んできたが、国の「地球温暖化対策計画」及び「政府実行計画」に則り、温

室効果ガス排出量を確実に削減していくため、2023（令和５）年３月に一部改定を行

った。 

 

（２）第２次計画の振り返り 

① 削減目標に対する進捗状況 

第２次計画では、2014（平成26）年度を基準年度とし、2030（令和12）年度までに

基準年度比50％の温室効果ガス排出量削減を目標に掲げ、その中間目標として2025

（令和７）年度までに基準度比34.4％の削減を目指している。 

基準年度の温室効果ガス排出量及び2021（令和３）年度から2024（令和６）年度ま

での温室効果ガス排出量の推移は下図のとおりである。 

2024（令和６）年度の温室効果ガス排出量は、7,989ｔ-CO2（基準年度比-35.7％）

で中間目標を達成しているが、2023（令和５）年度と比較すると増加していることが

課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記グラフは、第２次計画の目標達成状況を示すため、同計画の基準年度に対する削減率を表

している。 

図 6 温室効果ガス排出量の推移 

12,417

7,758 8,102
6,638

7,989 8,146

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2014年度

（基準年度）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 中間目標

（2025年度）

（t-CO2） 基準年度比

-35.7％

中間目標

基準年度比

-34.4％



 

 

9 

② これまでに実施した主な取組 

■市有施設の省エネ対策 

熱源・照明機器、EV用充電スタンドの設置等、ハード面での取組に加え、市職員

のクールビズ・ウォームビズの推進等、ソフト面での取組も進めている。 

表 3 省エネルギーの取組（ハード事業） 

取組一覧 事業年度 

温浴施設への薪ボイラー導入 2013年度 

市役所本庁舎他 37 施設の照明の LED化 随時 

街路灯の LED化（約 1,700基） 2019年度、2020年度 

市町村設置型浄化槽における低炭素対応型ブロアーの設置 2010年度～現在 

道の駅及び文化施設への EV急速充電スタンド設置 2014年度、2022年度 

電気自動車（１台）・ハイブリッド車（16台）の導入 随時 

 

■再生可能エネルギーの導入 

市庁舎をはじめ、市内小中学校などの一部の施設に太陽光発電設備を導入してい

る。 

表 4 太陽光発電設備の導入状況 

No. 施設名称 
発電出力

（kW） 
売電有無 設置年度 

1 山城中学校 20 無 2005 年度 

2 池田中学校 10 無 2008 年度 

3 東祖谷中学校 10 無 2012 年度 

4 辻小学校 10 無 2012 年度 

5 西祖谷中学校 ６ 無 2012 年度 

6 西井川小学校 10 有 2014 年度 

7 井川中学校 10 無 2014 年度 

8 檪生小学校 10 無 2016 年度 

9 池田総合体育館 50 有 1990 年度 

10 祖谷ふれあい広場 10 有 2004 年度 

11 東祖谷文化保存伝習施設 10 無 2014 年度 

12 三野認定こども園 ６ 無 2025 年度 

13 本庁舎西側駐車場 150 無 2025 年度 

 

  



 

10 

第３次計画の基本的事項 

（１）計画の目的 

地方公共団体実行計画（事務事業編）は、地方公共団体が実施している事務・事業

に関し、「温室効果ガスの排出量削減」と「温室効果ガスの吸収作用の保全及び強化」

に取り組むための計画であり、「温対法」第 21条第 1項に基づき、都道府県、市町村、

特別区、一部事務組合、広域連合に策定と公表が義務付けられている。 

三好市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の策定は、市役所のみならず市域全

体への効果も期待される。 

市役所に対する効果としては、温室効果ガス排出量の削減に関する具体的な知見の

蓄積、低炭素化の技術力向上、施設の長寿命化、ライフサイクルコストや光熱水費の

削減など多岐に及ぶ。また、市域全体への効果としては、温室効果ガス排出量削減の

模範が示されることや、市域の実質的な温室効果ガス排出量の削減につながるなどの

効果が挙げられる。 

本計画は、市自らが地域における一事業者・一消費者として、全職員参加のもと、

事務・事業の実施に伴い排出される温室効果ガスを計画的に削減することにより、地

球温暖化の防止に寄与する。また、計画の実施状況を積極的に公表することで、市民・

事業者の地球温暖化対策の取組を促進することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律（抜粋）（平成十年法律第百十七号） 

（地方公共団体実行計画等） 

第二十一条  都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該都道府県及

び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措

置に関する計画（以下「地方公共団体実行計画」という。）を策定するものとする。 

２  地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一  計画期間 

二  地方公共団体実行計画の目標 

三  実施しようとする措置の内容 

四  その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

10 市町村は、その地方公共団体実行計画の策定に当たっては、都道府県の地方公共団体実行計画及び他の市

町村の地方公共団体実行計画との整合性の確保を図るよう努めなければならない。 

11 都道府県及び市町村（地方公共団体実行計画において、第三項各号又は第五項各号に掲げる事項を定めよ

うとする市町村に限る。次項において同じ。）は、地方公共団体実行計画を策定しようとするときは、あら

かじめ、住民その他利害関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

14  都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定したときは、遅滞なく、単独で又は共同して、こ

れを公表しなければならない。 

16  都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、毎年一回、地方公共団体実行計画に基づく措置及び施策

の実施の状況（温室効果ガス総排出量を含む。）を公表しなければならない。～以下省略。 
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また、本市の市長部局の全ての事務・事業は、「エネルギーの使用の合理化及び非

化石エネルギーへの転換等に関する法律」（以下「省エネ法」という。）の特定事業者

（事業者全体で年度単位のエネルギー総使用量が原油換算 1,500kL を超える事業者）

として、エネルギー使用状況の把握や省エネルギー化の推進が義務となっている。 

省エネルギー化への取組は、地球温暖化対策の重要な位置付けとなることから、本

市では実行計画の運用において温室効果ガス排出量及びエネルギー使用量の削減に

おける取組の合理化を目指すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（抜粋） （昭和五十四年六月二

十二日法律第四十九号） 

（特定事業者の指定） 

第七条 経済産業大臣は、工場等を設置している者（連鎖化事業者（第十九条第一項に規定する連鎖化事業者

をいう。第四項第三号において同じ。）、認定管理統括事業者（第三十一条第二項に規定する認定管理統括事

業者をいう。第六項において同じ。）及び管理関係事業者（第三十一条第二項第二号に規定する管理関係事業

者をいう。第六項において同じ。）を除く。第三項において同じ。）のうち、その設置している全ての工場等

におけるエネルギーの年度（四月一日から翌年三月三十一日までをいう。以下同じ。）の使用量の合計量が政

令で定める数値以上であるものをエネルギーの使用の合理化又は非化石エネルギーへの転換を特に推進する

必要がある者として指定するものとする。 

２ 前項のエネルギーの年度の使用量は、政令で定めるところにより算定する。 

（中長期的な計画の作成） 

第十五条 特定事業者は、経済産業省令で定めるところにより、定期に、その設置している工場等について第

五条第一項に規定する判断の基準となるべき事項において定められたエネルギーの使用の合理化の目標に関

し、その達成のための中長期的な計画を作成し、主務大臣に提出しなければならない。 

２ 特定事業者は、経済産業省令で定めるところにより、定期に、その設置している工場等について第五条第

二項に規定する判断の基準となるべき事項において定められた非化石エネルギーへの転換（他の者に熱又は

電気を供給する者にあっては、当該熱又は電気を発生させるために使用される化石燃料及び非化石燃料に係

る部分を除く。）の目標に関し、その達成のための中長期的な計画を作成し、主務大臣に提出しなければなら

ない。 

（定期の報告） 

第十六条 特定事業者は、毎年度、経済産業省令で定めるところにより、その設置している工場等におけるエ

ネルギーの使用量その他エネルギーの使用の状況（エネルギーの使用の効率及びエネルギーの使用に伴って

発生する二酸化炭素の排出量に係る事項を含む。）並びにエネルギーを消費する設備及びエネルギーの使用の

合理化に関する設備の設置及び改廃の状況に関し、経済産業省令で定める事項を主務大臣に報告しなければ

ならない。～以下省略。 
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（２）計画の位置付け 

第３次計画は、法令を遵守するとともに、上位計画である「第２次三好市総合計画」、

「三好市環境基本計画」、「三好市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」、「三好市

公共施設等総合管理計画」等、各種環境関連計画及びまちづくりに関する他分野の関

連計画等との整合性に配慮しながら、関係部局との連携等を図り、全庁的に取り組ん

でいくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 地方公共団体実行計画（事務事業編）の位置付け 

 

（３）計画の期間 

① 基準年度 

◼ 基準年度：2014（平成 26）年度 

国の地球温暖化対策計画では 2013（平成 25）年度を基準年としているが、本市

の所有する温室効果ガス排出量データは 2013（平成 25）年度のものに比べ、2014

（平成 26）年度のデータ精度が高いため、今後の進捗管理も踏まえ、第３次計画の

基準年度を 2014（平成 26）年度（以下「基準年度」という。）とする。 

  

連携 

三好市公共施設等総合管理計画等 

策定を規定 反映 

第２次三好市総合計画 

整合 

策定 

整合 

整合 

三好市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

エネルギー 

管理義務 

三好市環境基本計画 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

地球温暖化対策計画 

エネルギーの使用の合理
化及び非化石エネルギー
への転換等に関する法律 

三好市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 
（対象範囲：三好市全域、対象者：市民・事業者・行政） 

整合 
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② 計画期間、目標年度 

◼ 計画期間：2026（令和８）年度～2030（令和 12）年度 

「政府実行計画」に準じ、中期目標を 2035（令和 17）年度に設定し、さらにそ

の長期目標として 2040（令和 22）年度を設定する。その上で、第３次計画におけ

る短期目標を 2030（令和 12）年度とする。 

ただし、社会状況の変化や技術的進歩、実務の妥当性などを踏まえ、必要に応じ

た見直しを行うこととする。 

 

（４）計画の対象範囲 

① 調査対象とする事務・事業 

◼  本市の管理する全ての事務・事業（指定管理施設含む） 

調査対象とする事務・事業は、地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・改訂

の手引き（環境省）に準じ、本市の直接管理施設及び指定管理施設とする。 

 

② 調査対象とする温室効果ガス 

◼  調査対象ガス ：二酸化炭素（CO2） 

「温対法」では下表に示す７種類の温室効果ガス（７ガス）が削減の対象となる。

ただし、日本が排出する温室効果ガスは、CO2（二酸化炭素）が全体の92％以上を

占め、また、地方公共団体の事務・事業においてはCO2の比率がさらに高まること

が予測されることから、CO2の調査をもって７ガス調査の代替とする。 

表 5 対象とする温室効果ガス及び排出源 

ガス種 排出源 

対象 二酸化炭素（CO2） 
⚫ 化石燃料の燃焼 

⚫ 電気の使用 

対象外 

メタン（CH4） 
⚫ 化石燃料の燃焼 

⚫ 農業分野（稲作、家畜の消化管内発酵や排泄物処理等）等 

一酸化二窒素（N20） 
⚫ 化石燃料の燃焼 

⚫ 農業分野（農用地の土壌、家畜の排泄物処理等）等 

ハイドロフルオロカーボン類

（HFC） 

⚫ エアコン・冷蔵庫などの冷媒ガス 

⚫ 発泡剤・断熱材 

六ふっ化硫黄（SF6） ⚫ 電気絶縁ガス等 

パーフルオロカーボン類 

（PFC） 
⚫ 半導体の製造等 

三ふっ化窒素（NF3） ⚫ 液晶パネル製造、半導体の製造 
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温室効果ガス排出状況 

温室効果ガス排出量算定の概要 

温室効果ガス排出量の算定式は以下のとおりである。 

 

 

 

◼ 活動量 

温室効果ガス排出の要因となる電気・燃料使用量等。 

表 6 活動区分ごとの調査項目 

項目 単位 

電気使用量 kWh 

ガソリン ℓ 

軽油 ℓ 

灯油 ℓ 

A重油 ℓ 

液化石油ガス（LPG） ㎥ 

 

 

◼ 排出係数及び GWP 

排出係数は、政令により活動の区分ごとに規定された係数を使用する。ただ

し、電気の使用に伴う温室効果ガス排出係数については、環境省の「地方公共

団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアル（令和７年３月改定）」に

基づき、算出方法を見直した。これにより、従来の「基礎排出係数」から、非

化石証書等の環境価値を考慮した「調整後排出係数」へと変更している。 

そのため、今後は環境省が毎年度公表する「電気事業者別排出係数」のうち、

調整後排出係数を用いることとする。 

また、地球温暖化係数（GWP）は二酸化炭素（CO2）を基準とした各ガスの温

暖化への影響度を示す係数であるが、二酸化炭素（CO2）のみを算定対象とする

ため、GWPは１として取り扱う。 

  

【温室効果ガス排出量】＝【活動量】×【排出係数】×【地球温暖化係数】 
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表 7 排出係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】第２次計画で用いた電気事業者の排出係数（基礎排出係数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

数値 単位

燃料の使用に伴う排出

ガソリン 2.32 kg-CO2/ℓ 1

軽油 2.58 kg-CO2/ℓ 1

灯油 2.49 kg-CO2/ℓ 1

A重油 2.71 kg-CO2/ℓ 1

液化石油ガス（LPG） 5.97 kg-CO2/㎥ 1

他人から供給された電気の使用に伴う排出※

四国電力㈱ 0.706 kg-CO2/kWh 1

活動量
排出係数（活動量ベース） 地球温暖化係数

（GWP)

※環境省「地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアル（算定手法編）
　令和７年３月」に基づき、調整後排出係数を使用。

（単位：kg-CO2/kWh）

2014（平成26）
年度

2021（令和3）
年度

2022（令和4）
年度

2023（令和5）
年度

2024（令和6）
年度

0.699 0.550 0.484 0.370 0.464

ー 0.483 0.489 0.484 ー

ー 0.478 0.468 0.585 0.701

ー ー 0.435 0.469 ー

ー ー 0.497 0.431 0.318

ー ー ー ー 0.377

ー ー ー ー 0.373

ー ー ー ー 0.432

電気事業者

日本エネルギーファーム㈱

四国電力㈱

㈱U-POWER

㈱ハルエネ

㈱地域創生ホールディングス 

Japan電力㈱

第一ガス㈱

㈱リミッツクスポイント
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温室効果ガス排出状況 

（１）基準年度の活動量・温室効果ガス排出量及び排出源構成 

第３次計画の事務・事業における基準年度の温室効果ガス排出量は 12,519t-CO2で

あり、これを基準排出量とする。 

なお、基準年度の活動量・温室効果ガス排出量及び排出源構成は以下のとおりであ

る。 

 

 

表 8 基準年度の活動量・温室効果ガス排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※率の合計については、端数処理の関係により 100％にならない場合がある。 

図 8 基準年度の温室効果ガス排出構成  

電気

82.3%

LPG

8.6%

A重油

4.0%

灯油

2.5%

ガソリン

1.8%

軽油

0.9%

2014（平成26）年度（基準年度）温室効果ガス排出量：12,519t-CO2 

※2014（平成26）年度（基準年度）について 

第３次計画の基準年度排出量は12,519t-CO2となり、第２次計画時の12,417t-CO2から変更された。

これは、電気の排出係数が見直されたこと（0.699→0.706kg-CO2/kWh）により、電気由来の排出量が

102t-CO2増加したことによるものである。 

排出量

【t-CO2】

ガソリン 98,340 ℓ 228

軽油 41,335 ℓ 107

灯油 125,502 ℓ 313

A重油 182,643 ℓ 495

LPG 180,489 ㎥ 1,078

14,587,714 kWh 10,299

12,519

※四捨五入の関係で、合計値は整合しない場合がある。

排出源 活動量

燃
料

電気

温室効果ガス総排出量
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（２）2024（令和６）年度の温室効果ガス排出状況の分析 

① 活動量の推移 

活動量の推移をみると、基準年度比では全ての排出源が減少しているが、前年度比

では A重油及び LPG を除く排出源（ガソリン、軽油、灯油、電気）が増加している。 

活動量の主な増減要因（前年度比）は以下のとおりである。 

【減少要因】 

○A重油 ：新庁舎の供用開始（2025（令和７）年１月） 

※旧庁舎ではヒートポンプ式空調を採用していたため 

○LPG ：三好市学校給食センターの提供食数の減少 

（259,915食→246,060食） 

【増加要因】 

○ガソリン：車両の使用頻度の増加 

○軽油 ：寒冬による井川スキー場腕山（圧雪車）の使用頻度の増加 

○灯油 ：猛暑による三野体育館の空調（冷房）の利用頻度の増加 

※吸収式空調を採用しているため 

○電気  ：新庁舎の供用開始（2025（令和７）年１月）及び池田地区水道施設 

の取水量・配水量の増加 

 

表 9 活動量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

増減量 増減率 増減量 増減率

ガソリン Kℓ 98 59 62 57 62 -37 -37.3% 5 8.1%

軽油 Kℓ 41 34 21 17 24 -17 -42.3% 7 40.3%

灯油 Kℓ 126 79 82 80 84 -41 -32.9% 4 5.2%

A重油 Kℓ 183 44 197 195 179 -3 -1.8% -16 -8.0%

LPG 千㎥ 180 17 138 134 132 -49 -26.9% -2 -1.5%

千kWh 14,588 13,047 13,164 13,314 13,354 -1,234 -8.5% 40 0.3%

燃
料

電気

2014
（平成26）

年度
（基準年度）

2021
（令和3）

年度

2022
（令和4）

年度
前年度比

2024（令和6）年度
2023

（令和5）
年度

排出源 基準年度比
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② 温室効果ガス排出量の推移 

温室効果ガス排出量の推移をみると、2024（令和６）年度は 7,989t-CO2となってお

り、基準年度比で 35.7％減少しているが、前年度比では 20.4％増加している。 

基準年度比では全ての排出源が減少しているが、前年度比では活動量と同様に、ガ

ソリン、軽油、灯油、電気が増加している。 

電気の使用量（活動量）は前年度比で 0.3％のわずかな増加に留まったが、それに

伴う温室効果ガス排出量は 27.9％と大幅に増加している。 

この大きな乖離は、排出量の算定に用いる電気事業者の排出係数が前年度より悪化

した（増加した）ことに起因している（活動量の増減要因は 17 頁に記載）。つまり、

電気事業者からの電力調達状況により排出量が増加したと言える。 

表 10 温室効果ガス排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記表は、第２次計画の目標達成状況を示すため、同計画の基準年度に対する削減量、削減率を

表している。 

表 11 電気事業者の排出係数（基礎排出係数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【単位：t-CO2】

増減量 増減率 増減量 増減率

ガソリン 228 137 143 131 143 -85 -37.3% 12 9.2%

軽油 107 88 56 45 62 -45 -42.2% 17 37.0%

灯油 313 197 204 200 210 -103 -32.9% 10 4.8%

A重油 495 119 534 537 486 -9 -1.8% -51 -9.5%

LPG 1,078 91 817 799 788 -289 -26.8% -11 -1.4%

10,197 7,126 6,348 4,926 6,301 -3,896 -38.2% 1,375 27.9%

12,417 7,758 8,102 6,638 7,989 -4,427 -35.7% 1,351 20.4%

※四捨五入の関係で、合計値・割合は整合しない場合がある。

前年度比

2024（令和6）年度

基準年度比

燃
料

2021
（令和3）

年度

2022
（令和4）

年度

2023
（令和5）

年度

電気

温室効果ガス排出量
合計

排出源

2014
（平成26）

年度
（基準年度）

（単位：kg-CO2/kWh）

2014（平成26）
年度

2021（令和3）
年度

2022（令和4）
年度

2023（令和5）
年度

2024（令和6）
年度

0.699 0.550 0.484 0.370 0.464

ー 0.483 0.489 0.484 ー

ー 0.478 0.468 0.585 0.701

ー ー 0.435 0.469 ー

ー ー 0.497 0.431 0.318

ー ー ー ー 0.377

ー ー ー ー 0.373

ー ー ー ー 0.432

電気事業者

日本エネルギーファーム㈱

四国電力㈱

㈱U-POWER

㈱ハルエネ

㈱地域創生ホールディングス 

Japan電力㈱

第一ガス㈱

㈱リミッツクスポイント
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③ 施設別温室効果ガス排出状況 

温室効果ガス排出量の割合が最も多い施設は秘境の湯（13.7％）で、次いで池田地

区水道施設（13.4％）、サンリバー大歩危（8.9％）、井川スキー場腕山（8.0％）、三

野病院（6.0％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※率の合計については、端数処理の関係により 100％にならない場合がある。 

図 9 施設別温室効果ガス排出状況（2024（令和６）年度） 

 

④ エネルギー別温室効果ガス排出状況と多消費施設 

温室効果ガス排出量の割合が最も多いエネルギーは電気（78.9％）で、次いで LPG

（9.9％）、A重油（6.1％）、灯油（2.6％）となっている。そのため、温室効果ガスの

排出削減には電気使用に関する取組を推進していくことが有効的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※率の合計については、端数処理の関係により 100％にならない場合がある。 

図 10 温室効果ガス排出構成（2024（令和６）年度） 
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軽油
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それぞれの使用量で上位を占めるエネルギー多消費施設は次のとおりである。 

 

○電気は、全ての施設で使用されているが、特に池田地区水道施設、井川スキー

場腕山、秘境の湯、三野病院、サンリバー大歩危などにおける使用量が多く、

上位５施設で全体の約48％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※率の合計については、端数処理の関係により 100％にならない場合がある。 

図 11 電気使用量多消費施設の内訳（上位施設） 

 

○LPGは、主にボイラーや給湯設備で使用されているが、特に秘境の湯における

使用量が多くなっており、全体の約54％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※率の合計については、端数処理の関係により 100％にならない場合がある。 

図 12 LPG使用量多消費施設の内訳（上位施設） 
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○A重油は、主にボイラーの燃料として使用されているが、特にサンリバー大歩

危、ふれあい紅葉センターにおける使用量が多くなっており、上位２施設で全

体の約83％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※率の合計については、端数処理の関係により 100％にならない場合がある。 

図 13 A重油使用量多消費施設の内訳（上位施設） 

 

○灯油は、主にボイラーや暖房機器の燃料として使用されているが、特に池田火

葬場、三野体育館、井川スキー場腕山における使用量が多くなっており、上位

３施設で全体の約58％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※率の合計については、端数処理の関係により 100％にならない場合がある。 

図 14 灯油使用量多消費施設等の内訳（上位施設） 
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温室効果ガス削減目標 

温室効果ガス削減目標設定の概要 

温室効果ガス削減目標について、国の地球温暖化対策計画では「2030年度の温室効

果ガス排出量を2013年度比46％削減とし、2035年度、2040年度において、温室効果ガ

ス排出量を2013年度からそれぞれ60％、73％削減する」としている。 

また、政府実行計画では「政府の事務及び事業に伴い直接的及び間接的に排出され

る温室効果ガスの総排出量を2030年度までに50％削減、2035年度までに65％削減、

2040年度までに79％削減することを目標」としている。 

このことから、本市においても国に即した取組を実施していくことを前提とし、第

３次計画の温室効果ガス削減目標の設定は、国の計画目標とする2040（令和22）年度

を長期目標、2035（令和17）年度を中期目標として、第３次計画の最終年度である2030

（令和12）年度を短期目標として設定する。 

なお、環境省の「地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアル（令

和７年３月改定）」に基づき、電気使用に伴う算出方法を見直した。具体的には、電

気事業者の排出係数について、従来の「基礎排出係数」から、非化石証書等の環境価

値を考慮した「調整後排出係数」へと変更し、より実態に即した算定を行うものであ

る。 

 

目標設定の考え方 

（１）政府実行計画の削減目標 

政府実行計画の削減目標に合わせた場合、本市の基準年度は2014（平成26）年度で

あることから、2030（令和12）年度、2035（令和17）年度、2040（令和22）年度まで

の年数で直線的に按分すると、削減目標は以下のとおりとなる。 

・2030（令和12）年度：47％（50％×（2030-2014）/（2030-2013）） 

・2035（令和17）年度：61％（65％×（2035-2014）/（2035-2013）） 

・2040（令和22）年度：74％（79％×（2040-2014）/（2040-2013）） 

※第３次計画における2014（平成26）年度（基準年度）の温室効果ガス排出量は、

12,519t-CO2となる。 
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（２）三好市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の削減目標 

三好市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）※における「業務その他部門」の削

減目標は2013（平成25）年度比で65.6％削減するとしており、本市の基準年度は2014

（平成26）年度であることから、2030（令和12）年度までの年数で直線的に按分する

と、削減目標は以下のとおりとなる。 

※三好市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）は、三好市全域における取組を定めた計画のこと。 

・2030（令和12）年度：61.7％（65.6％×（2030-2014）/（2030-2013）） 

 

（３）温室効果ガス削減ポテンシャル 

2026（令和８）年度以降、再生可能エネルギーの導入や省エネルギー対策が最大限

実施されると仮定した場合、基準年度（2014（平成26）年度）に対して推計される温

室効果ガス削減ポテンシャルは以下のとおりとなる。 

・2030（令和12）年度：3,394t-CO2（基準年度比で63.3％の削減量） 

・2035（令和17）年度：4,238t-CO2（基準年度比で70.0％の削減量） 

・2040（令和22）年度：4,994t-CO2（基準年度比で76.1％の削減量） 

表 12 温室効果ガス削減ポテンシャル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2014年度
（基準年度）

2024年度
（現況年度）

2030年度 2035年度 2040年度

－ － 560 697 833

－ － 273 409 546

－ － 288 288 288

－ － 541 613 644

－ － 416 416 416

－ － 57 130 161

－ － 68 68 68

－ － 21 43 49

－ － 2,272 2,884 3,468

－ － 3,394 4,238 4,994

12,519 7,989 4,595 3,751 2,995

－ -36.2% -63.3% -70.0% -76.1%

※四捨五入の関係で、合計値・割合は整合しない場合があります。

排出量【t-CO2】
現況年度に対しての削減ポテンシャル

【t-CO2】取組項目

温室効果ガス排出量

削減ポテンシャル合計

１．再生可能エネルギーの導入（①＋②）

４．電気の排出係数の低減による効果

（内訳）①照明LED化

（内訳）②高効率空調機器への更新

２．省エネルギー化の推進（①＋②＋③）

３．公用車の低炭素化

　（内訳）①太陽光発電設備の導入

　（内訳）②木質バイオマス発電利用

（内訳）③三野病院他2施設における省エネ改善

2014年度比削減率
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温室効果ガス削減目標 

本計画の事務事業に係る温室効果ガス削減目標は、三好市地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）の削減目標並びに温室効果ガス削減ポテンシャルを踏まえ、短期目標、

中期目標、長期目標において、下記のとおり設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 温室効果ガス削減目標 
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【t-CO2】

-36.2％ -61.7％ -70.0％ -76.1％

短期目標（目標年度：2030（令和12）年度） 

2014（平成26）年度（基準年度）比：61.7％削減 

中期目標（目標年度：2035（令和17）年度） 

2014（平成26）年度（基準年度）比：70.0％削減 

長期目標（目標年度：2040（令和22）年度） 

2014（平成26）年度（基準年度）比：76.1％削減 
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温室効果ガス削減に向けた取組施策 

国の「政府実行計画」並びに徳島県の「エコオフィスとくしま・県率先行動計画（第

７次計画」に基づき、本市の「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に即した事

務・事業に関する取組施策として、以下の４つの基本方針と具体的な取組内容を定め

る。 

 

表 13 本市の取組体系 

基本方針 具体的な取組内容 

１．再生可能エネルギーの最大限

導入 
①公共施設への太陽光発電設備・蓄電設備の

導入促進 

②その他再生可能エネルギーの導入 

③ペロブスカイト等の次世代太陽電池の率

先導入 

２．建築物の建築・管理 

①建築物の ZEB化 

②LED照明の導入 

③高効率省エネルギー設備等の導入 

３．環境に配慮した調達の推進 ①環境負荷の少ない自動車の導入 

②環境に配慮した電力調達の推進 

③グリーン購入の推進 

④地域産材利用の木造・木質化の推進 

４．温室効果ガス削減等への配慮 

①日常的な取組の推進 

②環境価値の創出 

 



 

26 

再生可能エネルギーの最大限導入 

（１）公共施設への太陽光発電設備・蓄電設備の導入促進 

2030（令和 12）年度までに、太陽光発電設備を本市所有の設置可能な建築物等へ

50％導入することを目指す。導入方法としては自己所有、リース、PPA（※）などを

検討し、事業採算性の評価も行う。 

また、避難所等に指定されている施設には蓄電池の導入も検討し、平常時のみなら

ず災害時においても市民が安心・安全に過ごせるよう、自立・分散型エネルギーの確

保に努める。 

表 14 太陽光発電設備の導入検討方法 

 自己所有 リース PPA 

設備所有権 市 リース会社 PPA事業者 

設置費用 〇 原則不要 原則不要 

ランニングコスト 保守点検費など リース料 PPA単価×消費量 

契約期間 － 長期（10～20年） 長期（10～20年） 

設備の処分・交換・

移転等 

〇 

（自由） 

× 

（自由にできない） 

× 

（自由にできない） 

環境価値獲得可否 ○ ○ 
○ 

（自家消費分） 

余剰売電する場合

の収入の有無 
○ ○ 

× 

PPA事業者が回収 

 

（※）PPA（Power Purchase Agreement）は「電力販売契約」を意味し「第三者モデ

ル」とも呼ばれている。無償で発電設備を設置し、設備の所有は第三者（事業

者または別の出資者）が持つ形となるため、資産保有をすることなく再生可能

エネルギーの利用が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国際連合広報センター） 

図 16 PPAモデル 
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（２）その他再生可能エネルギーの導入 

① 森林バイオマスの利活用 

本市はこれまで、森林資源を活用した発電施設として、３つの公共施設へ木質バイ

オマス発電設備を導入してきた。 

今後も、公共施設における木質バイオマスエネルギーの利用により CO2を削減する

ことを検討する。 

 

表 15 木質バイオマス活用施設 

施設名 
ボイラーの 

種類 
取得年 

出力規模 

（kW） 
台数 

松尾川温泉 薪 2014 65 1 

ふれあい紅葉センター紅葉温泉 薪 2014 65 3 

いやしの温泉郷 薪 2014 65 4 

 

 

② 小水力発電の導入検討 

本市には吉野川をはじめ、銅山川、祖谷川などの多くの河川があり、水量が豊富で

急峻な地形を有していることから、水力発電所が６か所設置されている。 

技術革新により、今まで未利用だった農業用水路、配水場、下水処理場等における

水力発電の利用が可能となったため、使用可能な水量と適度な落差が確保できれば、

農業用水路等の流れをそのまま利用できる小水力発電の導入が検討できる。 

小水力発電は、外灯や野生動物対策としての電柵など、極めて小規模なものから電

気自動車（EV）充電や電気自動車（EV）を活用した観光ビジネスの展開、防災用電源

などに利用している事例があり、今後、地域に密着した獣害防止用電気柵、外灯への

給電、電気自動車（EV）の充電設備、６次産業化（農産品加工施設など）を検討する

とともに、小水力発電設備の導入を検討する。 
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（３）ペロブスカイト等の次世代太陽電池の率先導入 

ペロブスカイトは、従来のシリコン太陽電池にはない特性（軽い、薄い、折り曲げ

られる等）から、これまで設置の難しかった場所にも導入できる次世代の太陽光電池

としての期待が高まっている。 

ペロブスカイトの結晶構造及びタイプは下図のとおりであり、主なメリットとして

は①低コスト、②軽くて柔軟、③主要材料（ヨウ素）の世界シェアは日本が第２位と

いった点が挙げられる。一方、寿命が短く耐久性が低い、大面積化が難しい、変換効

率の向上が必要といった課題もある。 

しかしながら、現在はシリコン系太陽電池に対抗し得る素材として有望視されてお

り、今後もさらなる向上が求められている。本市においても公共施設等への導入を検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：資源エネルギー庁（エネこれ）） 

図 17 ペロブスカイト太陽電池 
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建築物の建築・管理 

（１）建築物のZEB化 

本市が所有する建築物の新築、改築等を行う際は、断熱性能の高い複層ガラスや樹

脂サッシ、空気調和設備その他の機械換気設備、給湯設備等を導入することで省エネ

ルギー対策を徹底し、さらに建物のZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化や省

エネルギー基準への適合化も検討する。 

建物のZEBには４種類（ZEB、Nearly ZEB、ZEB Ready、ZEB Oriented）あり、建物

の用途に合わせたタイプの導入を検討する。事前に省エネ診断などを実施し、省エネ

設備導入や再生可能エネルギー利用によるエネルギー削減量（削減率）等を把握した

上で、ZEBの可能性を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：環境省「ZEB PORTAL」） 

図 18 ZEBの種類 
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（２）LED照明の導入 

2023（令和５）年11月「水銀に関する水俣条約第５回締約国会議」において、一般

照明用蛍光ランプの製造と輸出入を2027（令和９）年末までに禁止することが合意さ

れた。今後、蛍光ランプの入手が困難になることが予想されるため、LED照明への交

換が必要となる。市の建築物における照明設備については、2030（令和12）年度まで

にLED照明の導入割合100％を目指す。また、調光システムの導入も併せて検討し、適

切な照度調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：一般社団法人 日本照明工業会） 

図 19 LED照明へ交換した場合の効果 

最新のLED照明にはセンサや無線制御器具などの省エネサポート機能が搭載されて

いる。周囲の明るさを感知する「あかるさセンサ」は、周囲が暗くなると自動的に点

灯し、明るくなると消灯する。これにより、窓際の過度な明るさや照明が点灯する際

の余分な明るさを抑えることができる（消費電力約30％の省エネ）。 

また、人の在・不在を検知する「人感センサ」は、人がいない時には自動的に最小

限の明るさに調整することができる（消費電力約10％の省エネ）。 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：環境省「あかり未来計画」） 

図 20 あかるさセンサ  

家庭用の蛍光灯器具（８畳用）をLED照明に交換した場合の効果 
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（３）高効率省エネルギー設備等の導入 

施設設備の老朽化などによる設備更新時には、事前に省エネ診断を実施し、LD-Tech

製品などの高効率省エネ設備の導入を検討する。 

また、投資回収が見込まれる費用対効果の高いものについては、ESCO事業や国庫補

助金等の支援策を活用し、積極的に取り組むものとする。 

さらに、施設の更新時に合わせた設備のダウンサイジング（※）や高効率化、老朽

化したポンプ設備等を更新する際は、インバーター制御化等の省エネルギー設備の導

入を検討する。 

 

（※）ダウンサイジングとは、設備の改修時に空調・照明・換気などの設備容量を最

適化することである。新築の建築物に導入される設備は、将来の使用実態がわ

からないことから、本来必要とされる設備の能力（容量）に対して余裕を見込

んだ過大な容量の機器が選定されている場合が多くある。そこで、改修の際に

これまでの使用実態やエネルギー消費量の実態に基づき、設備容量が小さい機

器に更新することで、エネルギー消費量（ランニングコスト）を削減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：環境省「WEBサイト」） 

図 21 環境省LD-Tech認証制度 
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環境に配慮した調達の推進 

（１）環境負荷の少ない自動車の導入 

「環境負荷の少ない自動車」とは、大気汚染物質の排出や騒音を抑え、燃費性能に

優れた自動車の総称である。主な種類として、電気自動車（EV）、ハイブリッド車（HV）、

プラグインハイブリッド車（PHV）、燃料電池車（FCV）などがある。 

本市は、公用車の使用実態を精査し、台数の削減を図るとともに、公用車の買い替

えの際は環境負荷の少ない自動車の導入を検討する。 

また、電気自動車（EV）の普及促進を図るためには、EV充電設備（EVステーション）

を導入する必要があり、庁舎の他に観光施設への導入も検討する。 

電気自動車（EV）は電気を利用して走行するため、ガソリンを燃焼して走行する従

来車に比べ、走行時のCO2排出量が大幅に少なくなっている。製造時のCO2排出量につ

いては、搭載するバッテリーの観点から電気自動車（EV）がより多くのCO2を排出する

が、LCA（Life Cycle Assessment:製品の製造から廃棄までの全ての工程における環

境負荷）においては、電気自動車（EV）は従来車に比べ20～30％、CO2排出量が少なく

なっている。 

また、電気自動車（EV）への充電を再生可能エネルギー由来の電力に変えることで、

さらなるCO2排出量の削減が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：環境省「Let's ゼロドラ（ゼロカーボン・ドライブ）」 

図 22 ガソリン車と電気自動車（EV）のLCAにおけるCO2排出量の比較 

  



 

 

33 

（２）環境に配慮した電力調達の推進 

本市の基準年度における温室効果ガス排出量は、全体の約８割が電力使用による排

出量である。そのため、石炭・石油由来の電力から再生可能エネルギー由来の電力に

切り替えることで、温室効果ガスの削減が期待できる。 

施設で使用する電力は、小売電気事業者別排出係数の低い事業者と契約することに

よりCO2排出量を削減してきたが、今後も同様に継続拡充していくこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：環境省「再エネスタート」） 

図 23 再生可能エネルギー由来の電力利用 

 

  



 

34 

（３）グリーン購入の推進 

グリーン購入は、日常生活やビジネスにおける「消費」を通じてエネルギーや資源

の消費を低減し、廃棄物の発生を抑える取り組みであり、さらに個人や職員の環境意

識を高める等、他の取り組みへの波及も促進するものである。 

第六次環境基本計画（環境省）では、重点戦略別の環境施策の展開において、「新

たな成長」を導く持続可能な生産と消費を実現するグリーンな経済システムの構築に

向けて、「グリーン購入・環境配慮契約」が重要な施策の一つとして位置づけられて

いる。グリーン購入・環境配慮契約は、地球温暖化防止等にも貢献し、グリーン購入

法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）において、地方公共団体は

努力義務として調達方針の策定や組織的な取り組みの推進が求められている。 

グリーン購入法の特定調達品目は22分野288品目で（2025（令和７）年１月閣議決

定）、各品目の判断基準等には単一の基準は少なく、様々な要件を組み合わせる形と

なっている。対象物品等の範囲も多様化しており、調達者側の理解促進を図るために、

「グリーン購入の調達者の手引き」を作成し（2025（令和７）年２月）、体系的に判

断基準を整理し、既存の環境ラベル等を活用した確認方法を示している。 

本市で使用する物品等は、「グリーン購入の調達者の手引き」に示された「特定調

達品目及びその判断の基準」を参考にし、購入を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：環境省「グリーン購入の調達者の手引き」） 

図 24 電気計算機等の環境ラベル 
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（４）地域産材利用の木造・木質化の推進 

2021（令和３）年10月には、森林資源の活用、地域経済の活性化、そして建築物か

らのCO2排出量削減（脱炭素化）を目的として、公共建築物のみならず民間建築物も含

めた全ての建築物における木材利用を促進する「脱炭素社会の実現に資する等のため

の建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が施行された。 

本市では、「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」の規定に基づ

き、2011（平成23）年５月に「三好市内の公共建築物等における木材の利用の促進に

関する方針」を定めた。また、徳島県の「とくしま木材利用指針」に即して、積極的

に木材利用の方法を採用し、三好地域産の木材及び県産材を中心とした木材の利用促

進を図ってきた。 

 

表 16 三好市内の公共建築物等における木材の利用の促進に関する方針 

①市が整備する公共建築物の木造化の促進 

市が整備する公共建築物のうち、積極的に木造化を促進する公共建築物の範囲に

該当する低層の公共建築物については、原則として木造化を図るものとする。なお、

木材の利用に当っては、可能な限り地域産材等を使用することとし、地域産材等の

利用の促進が三好市の森林の適正な整備や地域林産業の振興に貢献するとともに、

地球温暖化の防止にも貢献するよう努めるものとする。また、持続可能な森林から

合法的に生産された木材の利用促進の観点から、森林認証材についても可能な限り

使用に努めるものとする。 

②内装の木質化の促進 

市は、その整備する公共建築物について、高層・低層にかかわらず、①エントラ

ンスホール、②情報公開窓口、③広報・消費者対応窓口等のほか、④市長その他の

幹部職員の執務室など、直接または報道機関等を通じて間接的に市民の目に触れる

機会が多いと考えられる部分を中心に、内装等の木質化を図ることが適切と判断さ

れる部分について、内装等の木質化を促進するものとし、可能な限り地域産材等及

び森林認証材の使用に努めるものとする。 

③備品等の木質化の促進 

市が整備する公共建築物において、使用される机、いす、書棚等の備品及び紙類、

文具類等の消耗品について、木材をその原材料として使用したものの利用の促進を

図ることとし、可能な限り地域産材等及び森林認証材を使用した製品等の導入に努

めるものとする。 
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④木質バイオマス等の促進（再掲） 

市が整備する公共建築物において、暖房器具やボイラーを設置する場合は、木質

バイオマスを燃料とするものの導入に努めるものとする。 

⑤市が行う公共工事における木材利用の推進 

土木工事においては、当市の豊かな自然環境や美しい街並みなどの景観に配慮し

た工種、工法を取り入れるとともに、工作物に係る直接資材のみならず、型枠・工

事看板等についても地域産材等及び県産木製品を積極的に利用するものとする。 

カードレールや標識・看板などの安全施設や観光施設についても景観に配慮しつ

つ、地域産材等及び県産木製品を積極的に利用するものとする。 

 

三好市地域防災計画では避難所生活環境整備の一環として、2027（令和９）年度末

までに避難所用簡易ベッド1,600台を防災倉庫に配備することとなっている。 

簡易ベッドは本市と三好西部森林組合が地元杉材を活かして開発した「避難所用木

製ベッド」であり、災害時の快適性と地域資源の循環を両立した取組となっている。

この取組では、2024（令和６）年度に530台の導入を実施し、さらに2027（令和９）

年度までに1,600台の導入を目指している。 

これらの取組を推進しつつ、市の公共建築物の建替えや改修時には地域産材の木材

を利用し、木造化・木質化を図っていき、民間建築物へも木材利用を波及させていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 25 避難所用木製簡易ベッド 
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温室効果ガス削減等への配慮 

（１）日常的な取組の推進 

本計画では主に設備別（空調・換気、照明、給湯、事務用機器等）・主体別（施設

全体、課または所属、職員一人ひとりが行う個人）に取組項目を定め、取り組んでい

く。 

 

①空調・換気に関する取組 

◼ 施設全体 

 カーテン、ブラインドにより日射を調整する。夏期は冷房中や帰る前に日射

を適切に遮蔽し、冬期は日射を取り入れる。 

 夏期にはゴーヤ等のつる性植物による窓際の緑化（緑のカーテン）等により

空調効率を高める。 

 施設ごとに定める管理規定や管理標準に基づき、設備の運用改善や設備の保

守・管理に関する取組の遵守、強化を図る。 

 空調・熱源機器の立ち上がり運転時間を短縮する。冷暖房時間の長期化によ

るエネルギー消費の増加を防ぐため、空調運転開始時間を季節ごとに検討し、

立ち上げ時間をこまめに調整する。 

 腐食、損傷、異音等の目視確認及び点検を行う。空調機等の室外機のフィン

や配管、架台に腐食や損傷等がないかを定期的に点検し、必要に応じて清掃

する。また、空調機の稼働時に異音等が生じた場合はメンテナンス業者等に

連絡する。 

※フロン類・代替フロン類使用機器については、漏えいが無いか定期点検時

に確認する。 

 換気運転時間を短縮(間欠運転・換気回数の適正化)する。電気室や倉庫など

の過剰な換気運転を防ぐため、送排風機の運転時間の短縮や間欠運転を行う。 

 空調使用時は換気扇の使用を控える。 
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◼ 課または所属 

 快適性を損なわない範囲で、室内温度・湿度の適正な管理を行う（夏期は28℃、

冬期は20℃が目安）。 

 執務室、会議室等の室温を許容範囲で緩和する（１℃の緩和で10％の省エネ）。 

 フィルターの定期的な清掃を実施する。フィルターを月１回以上清掃するこ

とにより機器の効率低下を防ぐ。 

◼ 職員一人ひとり 

 使用されていない部屋の空調を停止する（会議終了後の空調停止含む）。 

 クールビズ・ウォームビズの奨励と組み合わせ、庁舎、施設等の空調の温度

管理を適正（冷房28℃、暖房20℃が目安）に行う。 

 空調使用時は扉や窓を確実に閉め、また出入りの際も速やかに開閉するなど、

室内への外気の侵入を防止する。 

 

②照明に関する取組 

◼ 施設全体 

 施設ごとに定める管理規定や管理標準に基づき、設備の運用改善や設備の保

守・管理に関する取組の遵守、強化を図る。 

 照明器具の定期的な保守及び点検を行う。適正な照度を維持するため、照明

器具を定期的に清掃する。 

 屋外照明等は、安全の確保に支障のない範囲で消灯するなどして点灯縮減を

図る。 

◼ 課または所属 

 照度を適正化するため、JIS「照度基準総則」に基づき、必要以上に明るい場

合は、照明スイッチによる消灯や照明の間引き等を行う。 

 必要な場所のみ点灯できるよう、照明スイッチ周辺に点灯場所を細分化した

ものを明示する。また、消灯ルールの設定、周知、点検を行う。 

 照明器具の清掃、適正な時期での交換を実施する。 
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◼ 職員一人ひとり 

 空室、不在時等のこまめな消灯を行う。 

 日中、日当たりのよい場所では照明をこまめに消す。 

 業務に支障のない範囲で、昼休みの執務室の消灯、廊下照明の部分消灯を徹

底する（調光システムが導入されているところを除く）。 

 廊下、昼休み、時間外勤務時の照明は必要最小限とする。 

 給湯室、トイレ等では使用時だけ点灯し、使用後は消灯する。 

 退室時に人がいなくなるエリアの照明を消す。 

 

③給湯に関する取組 

◼ 施設全体 

 施設ごとに定める管理規定や管理標準に基づき、設備の運用改善や設備の保

守・管理に関する取組の遵守、強化を図る。 

 ボイラー等は定期的にメンテナンスを実施する。 

 冬期以外の給湯供給期間を短縮する。手洗用給湯の必要性は必ずしも高くな

いため、冬期以外の給湯を停止する。 

◼ 職員一人ひとり 

 給湯温度の設定を衛生上可能な範囲で低く調整し、給湯エネルギー消費量や

配管の熱損失を減らす。 

 給湯器や湯沸かし器などは、季節に合わせた設定温度に調節する。 

 湯沸かし時には必要最低限の量を沸かす。 

 トイレの手洗いでは、お湯の使用を控える。 
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④事務用機器等に関する取組 

◼ 課または所属 

 低電力モード機能搭載のOA機器は、低電力モードに設定する。 

 パソコンモニターの輝度を業務に支障のない範囲で下げる。 

 スイッチ付き電源タップを活用し、退室後の待機電力消費を防止する。 

 所属の最終退庁者が、所属のパソコンやプリンターの電源が切れていること

を確認する。 

 夜間、休日等のエレベーターの運行を削減する。 

◼ 職員一人ひとり 

 昼休み、時間外勤務時は、業務に支障のない範囲でOA機器の電源オフを励行

する。 

 電気ポット、コーヒーメーカーの使用を自粛する。 

 上下階への移動は、階段を利用した２アップ・３ダウンに努める。 

 事務用機器等を使用しないときは、業務に支障のない範囲で主電源を切る。 

 

⑤公用車使用に関する取組 

◼ 課または所属 

 道路状況（工事区間や渋滞する場所・時間帯、迂回路等）について情報交換

を行い、公用車の円滑な運行を心掛ける。 

 給油量と走行距離から燃費を計測し、取組の指標とする。 

 メンテナンスを適切に行うことで車両の性能低下を防止する。 

◼ 職員一人ひとり 

 アイドリングストップの徹底や急発進・急加速の回避など、「エコドライブ10」

を励行する。 

 近距離の移動時には徒歩や自転車を利用し、可能な限り公用車の使用を抑制

する。 

 合理的な走行ルートの選択と経済速度による走行に努める。 
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⑥その他温室効果ガス削減に資する取組 

◼ 水道使用量 

 日常的な節水の励行、「節水」表示により、施設利用者への呼び掛けを行う。 

 散水やトイレ洗浄水には雨水を利用する。 

 定期的な点検により漏水を防止する。 

◼ コピー用紙 

 両面印刷、両面コピーの徹底に努め、可能な限り２アップ印刷等を励行する。 

 内部資料等では、使用済み用紙の裏紙利用を徹底する。 

 会議用資料や事務手続きの一層の簡素化または電子化を図り、PCやモニター

を利用した会議を実施するなど、ペーパーレス化に取り組む。 

 使用済み封筒の再利用を積極的に行う。 

 シュレッダーの使用は機密文書の廃棄等に限定し、シュレッダーくずはリサ

イクルする。 

 コピー用紙の在庫管理を徹底し、必要以上の用紙の購入を控える。 

◼ 廃棄物・リサイクル 

 マイバッグ、マイカップ等を使用し、使い捨て商品の利用を抑制する。 

 物品使用の合理化、再使用、再生利用を進め、廃棄物としての排出量を削減

する。 

 資源回収ボックスを適切に設置し、ごみの分別（燃えるごみ・資源ごみ・有

価物）を徹底する。 

 厨房や給食で発生する食品残さの削減を図る。 

 不要となった物品等については、他所属での再利用を図る。 

◼ その他の環境配慮行動 

 本市が実施するイベント等においては、可能な限り廃棄物の発生抑制やエネ

ルギー使用量の低減化を図る。 

 本市の公共施設を管理・使用する指定管理者や委託先等に対し、温室効果ガ

ス排出量削減などの環境配慮を要請する。 
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（２）環境価値の創出 

本市が行う省エネルギー施策や再生可能エネルギー導入等の取組において、環境価

値を創出することを検討する。 

その方法の一つとして、J-クレジット制度（※）を活用し、収益を地域へ還元する

ことなどが挙げられる。 

 

（※）J-クレジット制度とは、省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用

によるCO2等の排出削減量や、適切な森林管理によるCO2の吸収量を「クレジッ

ト」として国が認証する制度である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：J-クレジット制度） 

図 26 J-クレジット制度とは 
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実行計画の推進 

実行計画の推進体制 

本計画は本市の事務・事業から排出される温室効果ガスの削減計画であるため、市

職員の自主性による取組に加え、組織的な計画推進や目標達成状況の管理が求められ

る。また、本計画の推進には市の施策に関わる内容検討が必須であるため、全庁横断

的な組織による施策検討の場である「地球温暖化対策推進本部（以下、推進本部とい

う。）」を中心とした推進体制を組むこととする。さらに、温室効果ガス削減施策を行

政システムに取り入れることで、実行計画推進の効率化を図る。 

なお、本市は省エネ法に該当していることから、省エネ法におけるエネルギー管理

体制との整合を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27 実行計画推進体制（イメージ図） 

本部員 

（各部局の長） 

副本部長 

（環境福祉部長） 

推進員（各課・施設に1人） 

 

推進本部 

指示 報告 

 

指示 

本部長 

（副市長：エネルギー管理統括者） 

報告 

 

事務局：環境課 

（エネルギー管理企

画推進者） 
庁内推進委員会 

委員長 

（環境福祉部長） 

副委員長 

（環境課長） 

推進委員（各所属の長） 
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組織の主たる役割は以下のとおりとする。 

 

◼ 推進本部 

推進本部は、実行計画推進に関わる施策決定を行うとともに、事務局から

の活動量・温室効果ガス排出状況、地球温暖化対策への取組状況等の報告を

受け、対応策等について庁内推進委員会へ適宜指示する。 

なお、本部長を省エネ法におけるエネルギー管理統括者である副市長とし、

副本部長を環境福祉部長、本部員は各部局の長をもって組織する。 

 

◼ 庁内推進委員会 

庁内推進委員会は、推進本部の下部組織とし、実行計画推進に関わる施策

の検討や基礎調査に関して各職場への指示を行うものとする。 

なお、委員長を環境福祉部長、副委員長を環境課長とし、推進委員は本部

員が指名した者をもって組織する。 

 

◼ 推進員 

推進員は、実行計画推進に関わる基礎調査等の実務を担うとともに、各職

場で温室効果ガス削減への取組を先導的に実践するものとする。 

なお、推進員は各課、施設等から１名以上選出する。 

 

◼ 事務局（環境課） 

事務局は、温室効果ガス排出状況の集計・分析、及び年次報告の取りまと

め、推進本部の運営の他、国・県及び庁内各関係部局への報告・連絡・調整

を行うものとする。 

なお、事務局はエネルギー管理企画推進者となる環境課が担うものとする。 
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実行計画の運用 

（１）実行計画の点検 

本市の温室効果ガス排出状況並びに実行計画の目標達成状況は、実行計画期間中、

毎年度点検するものとする。なお、調査・点検作業は「推進本部」の指示のもと、「推

進員」が取りまとめた各課・施設の活動量調査結果をもとに、「事務局」が集計・分

析、及び公表の手続きを行うものとする。 

 

◼ 運用状況調査手順 

 

❖ 「推進員」は、「庁内推進委員会」の指示のもと、対象範囲の月ごとの活動

量を調査・把握する。 

❖ 「推進員」は、対象範囲の年度単位の活動量調査結果を年１回「事務局」に

報告する。また「推進員」は、基準年・前年度比較での活動量増減要因も併

せて調査・報告する。 

❖ 「事務局」は、活動量調査結果をもとに温室効果ガス排出状況を推計・分析

し、実行計画の目標達成状況を取りまとめる。 

❖ 「事務局」は、調査内容及び今後の取組方針に関する提案内容を「庁内推進

委員会」に報告する。 

❖ 「庁内推進委員会」は、「事務局」の報告をもとに温室効果ガス削減のため

の施策検討を行うとともに、検討結果を「推進本部」に報告する。 

❖ 「事務局」は、年度単位の温室効果ガス排出状況並びに「推進本部」での検

討結果をホームページや広報誌で公表する。 

  



 

46 

（２）実行計画の進行管理 

実行計画期間中は各組織等が自らの役割を踏まえ、温室効果ガスの削減に向けた計

画全体の推進と、施設単位での毎年度の取組推進の両方において、多層的にPDCAサイ

クルを運用し、継続的な改善を図りながら推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 28 多層的なPDCAサイクルの運用による計画の進行・管理 

① 計画推進のPDCAサイクル 

「事務局」は「推進員」を通し、定期的に進捗状況の把握を行い、「庁内推進委員

会」において年１回の点検評価を行う。なお、点検評価はPDCAサイクルを基本とした

継続的改善システムによって行う。 

 

Plan 

（計画） 

地球温暖化対策実行計画（事務事業編）を検討し、温室効果ガス削

減目標などの計画目標を設定する。 

Do 

（実行） 

目標達成を目指して取組内容を決定し、具体的な施策を検討すると

ともに、実施に向けた調整を行う。 

Check 

（点検評価） 

「事務局」からの報告をもとに計画の進捗状況を総括し、事務・事

業における地球温暖化対策の今後の方向性を検討する。 

Action 

（見直し） 

今後の課題に対して改善方策を検討し、必要に応じて計画の目標・

取組内容の見直しを行う。 

Do（実施） 

計画の推進 

Check（点検評価） 

計画の進捗状況の総括 
目標達成状況の点検・評価 

Action（見直し） 

改善方策の検討 
必要に応じた計画の見直し 

Plan（計画） 

計画の策定 
計画目標の設定 

 

C 

D 

Ｐ 

A 

計画全体の推進の 
PDCAサイクル 
（計画期間内） 

施設ごとの 

取組推進の 

PDCAサイクル 

（毎年度） 
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② 年度ごとの取組推進のPDCAサイクル 

実行計画期間中は、毎年度、温対法ならびに省エネ法に係る調査対象範囲のエネル

ギー消費量（原油換算等）、温室効果ガス排出状況調査及び職員の取組実施状況調査

を行う。また、エネルギー消費量（原油換算等）、温室効果ガス排出状況の実態把握

及び取組実施状況とともに、実行計画における温室効果ガス削減目標について、その

達成状況等を確認し、次年度により効果的な取組を図るための施策等について検討す

る。 

なお、「事務局」は、地球温暖化防止を取巻く社会情勢や実行計画の運用管理の状

況、点検評価結果等を考慮し、必要に応じて取組内容の改善など、実行計画の見直し

を行うものとする。 

 

Plan 

（計画） 

毎年度、年度内に実施する取組と温室効果ガス削減目標を設定す

る。（省エネ法に係る中長期計画など） 

Do 

（実行） 

目標達成に向けて、職員一人ひとりが取組を実践する。なお、取組

結果については記録を徹底する。 

Check 

（点検評価） 

各課所等において活動量調査票による集計、分析を行い、所属での

目標・取組について進捗状況等を評価する。また、「事務局」は毎

年度集計し、エネルギー消費量（原油換算等）、温室効果ガス排出

状況を定量的に把握するとともに、その結果から取組の進捗状況を

評価し、年次報告としてとりまとめる。（省エネ法に係る定期報告

書など） 

Action 

（見直し） 

年度ごとの点検・評価結果を踏まえた改善方策を検討し、次年度の

取組に反映する。 
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（３）計画の運用フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 29 計画の運用フロー 

  

事務局 

調査票配布 

調査票回収、 

集計・分析 
調査票確認 

取組状況調査票 

原油換算量算定 

定期報告書等作成（７月） 

エネルギー使用量 

増減要因分析 
エネルギー使用量 

増減要因把握 要因に関する 

ヒアリング 

温室効果ガス排出量算定 

計画の運用状況報告書作成 

※省エネ法対応 

報告書概要版配布 

計画運用状況

レビュー 

地球温暖化対策・省エネに関する取組強化・職員研修実施・設備更新の予算化 

各所管や施設での取組状況 

 

 

前年度のエネルギー使用状況 

月々のエネルギー使用量推移や前年度対比 

エネルギー使用量増減要因等 

対比 

下半期の取組にフィードバック 

推進員、職員 

取組状況調査 

推進本部、 

庁内推進委員会 

計画の運用状況報告書

審議及び承認 

次年度以降の地球温暖

化対策推進の指示及び

地球温暖化対策関連施

策の決定 

設備更新計画の共有 

（補助事業の確認） 

とりまとめ・報告 

実施計画 

照明・空調等の更新 
次年度補助事業等の 

情報提供 

（９月～10月適宜） 

設備更新予算（案） 

情報提供 

エネルギー使用量調査 

LAPSS入力 
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（４）職員研修の実施 

地球温暖化対策は長期的・継続的に実施し、取組にあたる職員一人ひとりの意識向

上を図るとともに、職員間の意識格差を是正すること

が望まれる。また、温室効果ガス排出状況や職員の取

組状況は年々変化することから、常に本市の施策や取

組内容を見直すことが求められる。 

定期的（年１回）に職員研修を実施することで、職

員の取組行動を早期定着させ、状況に応じた対応力を

培い、継続的な温室効果ガス削減につなげていく。 

 

 

（５）実行計画及び運用状況の公表 

本計画は、本市の事務・事業における温室効果ガス削減を目指した行政の率先行動

として位置付けられるものである。また、本計画及び計画の運用状況の公表は、市民

や事業者に対する地球温暖化対策への取組の波及や意識啓発を図るだけでなく、行政

が地域に対して地球温暖化対策への取組を宣言することで、職員自らの行動を律する

ものと期待する。 

事務局は毎年度、本計画の運用状況等をホームページや広報誌等にて市内外に公表

し、行政の取組について市民の理解を得るとともに、本市が一丸となった地球温暖化

対策に発展させることを目指す。 

 

 


